
㉗(ⅰ) 
・軽度者に対する生活援助サービスやその他の給付の在り方
・軽度者に係る生活援助、福祉用具貸与及び住宅改修に係る
負担の在り方
・軽度者に係る福祉用具貸与及び住宅改修に係る給付の適正化
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軽度者への支援のあり方

社会保障審議会
介護保険部会（第66回） 資料１

平成28年10月12日
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１．これまでの議論と次期介護保険制度改正に向けた検討

○ 要支援・要介護度に応じた支援のあり方については、介護保険制度の創設時をはじめ制度改正時な
どにおいて議論されてきており、予防給付の創設や介護報酬改定など給付の見直しが行われてきた。

○ 次期介護保険制度改正に向けては、「経済財政運営と改革の基本方針2015」（平成27年６月30日
閣議決定）等において、以下の検討が求められている。

【経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年６月30日閣議決定）】

【経済・財政再生アクション・プログラム（抄）（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）】

軽度者への支援のあり方

現状・課題

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料負担の上昇等を抑制する。
このため、次期介護保険制度改革に向けて、高齢者の有する能力に応じ自立した生活を目指すと
いう制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏まえつつ、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用
具貸与等やその他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討を行う。

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料の上昇等を抑制するため、
（ⅰ）次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活支援サービス・福祉用具貸与等やその

他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行、負担のあり方を含め、関係審
議会等において検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講
ずる（法改正を要するものに係る2017年通常国会への法案提出を含む）。

※下線は事務局が付した
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【経済財政運営と改革の基本方針2016（抄）（平成28年６月２日閣議決定）】

軽度者への支援のあり方

現状・課題

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡
すことを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセン
ティブ改革、公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤
等の診療報酬及び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工
程表に沿って着実に改革を実行していく。

※下線は事務局が付した
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２．給付の見直しや地域支援事業への移行について

（訪問介護における生活援助）

○ 訪問介護とは、訪問介護員等が、利用者の居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・
洗濯、掃除等の家事を提供するものであり、介護報酬上は、①身体介護が中心である場合、②生活援
助が中心である場合等に分かれている。

○ このうち、生活援助については、これまでの介護報酬改定において、訪問介護の利用の実態等を
踏まえ、以下の対応を実施している。
（平成18年度改定）
・将来的な報酬体系の機能別再編を視野に入れつつ、当面は現行の身体介護・生活援助の区分
を維持し、生活援助の60分以上の利用について適正化。

（平成24年度改定）
・限られた人材の有効活用を図り、より多くの利用者に対し、そのニーズに応じたサービスを
効率的に提供する観点から、45分での区分を基本とした見直し。

○ なお、要介護度別に訪問介護の利用者一人一月当たりの生活援助（身体介護と組み合わせて提供
される場合を含む）の平均利用時間をみると、要介護度の軽重に関わらず生活援助が利用されている
実態がうかがえる。

○ 介護サービスを提供する人材不足が緊喫の課題である中で、特に、訪問介護員の平均年齢は他の
介護関係職種と比較しても高く、60歳以上の構成割合が３割を超えているという調査結果もあること
から、介護人材の専門性などに応じた有効活用の観点も踏まえた対応を検討する必要がある。

軽度者への支援のあり方

現状・課題
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（その他の給付（※））
（※）訪問介護における生活援助以外の介護給付及び予防給付

○ その他の給付についても、重度化の防止、本人の自立を支援するという観点を踏まえながら、保
険給付の効率化・重点化を検討する必要がある。

○ 一方で、介護予防訪問介護と介護予防通所介護については、平成27年４月から平成29年３月にか
けて総合事業への移行が進められており、地域における「多様な主体」による「多様なサービス」の
展開を促進するためには、市町村は生活支援コーディネーターの配置等の取組を進める必要がある。
また、総合事業等の実施状況については、引き続き把握・検証を行う必要がある。

軽度者への支援のあり方

現状・課題
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３．負担のあり方について

○ 利用者負担については、平成26年の介護保険法改正において、一定以上所得のある方について負
担割合を２割としており、所得に応じた負担割合の設定はされているものの、要支援・要介護度に応
じて負担のあり方に違いを設けることはしていない。

○ 要支援・要介護度に応じて負担のあり方に違いを設けることについては、これまでの介護保険部
会等において議論が行われてきた。

○ 特に、訪問介護における生活援助については、民間家事代行サービスの利用者との公平性等の観
点から、保険給付の割合を大幅に引き下げるべきとの意見がある。

軽度者への支援のあり方

現状・課題
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○ 軽度者に対する訪問介護における生活援助やその他の給付の地域支援事業（総合事業）への移行に関し
ては、まずは介護予防訪問介護と介護予防通所介護の総合事業への移行や、「多様な主体」による「多様な
サービス」の展開を着実に進め、事業の把握・検証を行った上で、その状況を踏まえて検討を行うべきでは
ないか。

○ 軽度者に対する訪問介護における生活援助やその他の給付について、利用の実態等を踏まえつつ、
自立支援や重度化防止といった介護保険の理念や制度の持続可能性の観点から、どのような方策が考
えられるか。
例えば、次回介護報酬改定において、訪問介護における生活援助については、要介護度に関わら

ず、生活援助を中心にサービス提供を行う場合の人員基準の見直し等を行うことも考えられるか。

○ 訪問介護における生活援助やその他の給付についての負担のあり方に関しては、要支援・要介護
度に応じて違いを設けることについて、どのように考えるか。

論点

軽度者への支援のあり方

（軽度者の利用者負担に関する主な議論の内容）
・生活援助などは軽度者の生活に必要なものであり、重度化防止の観点からも給付の削減は反対。
・早期発見を通じた重度化防止が重要であり、利用抑制により重度化が進みかえって費用がかかる。
・要介護の程度によって自己負担の引き上げや新たな利用者負担の導入を検討する時期に来ている。
・給付の内容に応じて自己負担の割合に差を付けることも検討すべき。
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社会保障審議会
介護保険部会（第66回） 資料２

平成28年10月12日

福祉用具・住宅改修
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（福祉用具貸与・特定福祉用具販売の価格）
○ 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の価格は、貸与・販売事業者がその運営規程において定めてい
るが、価格の設定に当たっては、通常、製品価格のほか、計画書の作成や保守点検などの諸経費が含
まれている。

○ しかしながら、貸与・販売価格の設定が事業者の裁量によることから、同一製品であっても、平
均的な価格と比べて非常に高価な価格請求が行われているケースが存在しているとの指摘があり、こ
れまで貸与価格については、
・ 平成21年度より、保険者が国保連合会の介護給付費データを活用し、同一製品の貸与価格幅等
が記載された介護給付費通知を発出することを可能としたほか、

・ 平成26年３月より、（公財）テクノエイド協会が国保連合会から、種目別の全国平均価格と全
国最頻価格（実勢値）の提供を受け、製品情報と合わせてホームページ上で公開する運用の開
始、

・ 平成27年度より、複数の福祉用具を貸与する場合において、事業者は一定のルールの下、都道
府県等に届け出ている福祉用具の価格よりも減額して貸与することを可能とすること、

といった取組を行ったところである。

○ また、一部の自治体においては、福祉用具貸与適正化のため独自に価格を公表するなどの取組を
行っている。

○ しかしながら、適正な価格・サービス競争の促進、地域差の是正等の観点から、製品の希望小売
価格や耐用年数を考慮して算定される価格と、搬出入や保守点検のサービス等に要する価格に区分し、
価格形成について利用者・保険者への情報開示を進めるべきとの意見もある。

○ 一方、一般社団法人日本福祉用具供給協会からは、利用者の重度化を防ぎ、介護離職ゼロを進め、
介護費用を抑制するために軽度者に対する福祉用具サービス等については継続するよう要望が出され
るとともに、レンタル価格及びサービスの適正化に向けて、「価格の見える化」や「外れ値」対策等
を協会においても行うとの提案がなされている。

現状・課題

福祉用具貸与・特定福祉用具販売について
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（福祉用具の適切な利用の促進）

○ 福祉用具の利用に当たっては、介護支援専門員（ケアマネジャー）がケアプランに記載するだけ
でなく、福祉用具専門相談員が専門的知識に基づき利用者又はその家族に助言をしながら利用開始
時に適切なアセスメントを行うとともに、利用者の状態を考慮した定期的なマネジメントを適切に
行い、利用すべき福祉用具が決定される必要がある。

○ そのため、以下の対応を行っているところである。
・ 平成24年度より、福祉用具専門相談員に対し、指定福祉用具貸与の目標、当該目標を達成する
ための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画の策定を義務化した。また、計画
に基づき、目録等の文書を示し、福祉用具の機能、使用方法、利用料等の情報を提供し、利用者
の同意を得ることとしている。

・ 平成27年度より、福祉用具専門相談員の指定講習カリキュラムの見直しや自己研鑽の努力義務
化を行うことにより、福祉用具専門相談員の質の向上を図っている。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売について

現状・課題
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住宅改修について

（住宅改修の工事価格・適切な利用の促進）

○ 市町村は、居宅要介護被保険者等が住宅改修を行ったときは、当該居宅要介護被保険者等に対し、
支給限度基準額である20万円を上限に、居宅介護住宅改修費を支給することとしている。住宅改修
に係る工事価格の設定は、住宅改修を行う事業者の裁量による。

○ しかしながら、平成24年度に実施したアンケート調査によると、約６割の保険者が「事業者によ
り技術・施工水準のバラツキが大きい」と回答している。

○ また、住宅改修費は償還払いのため、国保連合会に給付データの蓄積がないなど、工事価格等の
取引実態の把握が進んでいない状況にある。

○ これを踏まえ、住宅改修の質の向上に向けた対応として、平成27年３月に住宅改修事業者や関係
職種向けのテキストの編集と都道府県を通じた市町村への周知を行ったところである。

○ なお、一部の自治体においては、建築の専門職が事前に申請内容を確認する、ＰＴ・ＯＴ・その
他住宅改修に関する知見を備えた者が関与する等、利用者にとって適切な住宅改修の利用につなげ
ているところもある。

現状・課題
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（保険給付の範囲・利用者負担）

○ 福祉用具は、利用者が可能な限り居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、生活
機能の維持又は改善を図り、状態の悪化の防止に資するとともに、介護者の負担の軽減を図る役割
を担っている。

○ 保険給付の範囲については、「福祉用具の範囲の考え方について」（平成10年８月24日医療保険
福祉審議会老人保健福祉部会事務局提出資料）を考慮しつつ、介護保険福祉用具・住宅改修評価検
討会において議論を行い、給付を行うことが適当と判断されたものに限り保険給付の対象種目とし
ている。

○ 一方、住宅改修は、段差の解消や手すりの設置などを通じて、高齢者の自立を支援する役割を
担っている。

○ 保険給付の範囲については、「個人資産の形成につながる面があり、また、持ち家の居住者と改
修の自由度の低い借家の居住者との受益の均衡を考慮」し、小規模なものに限定されている（平成
10年８月24日第14回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会事務局提出資料）。

○ 利用者負担は、福祉用具、住宅改修ともに、他のサービスと同様、１割負担（一定所得以上の者
は２割負担）となっている。

○ これらに関して、要介護区分ごとに標準的な貸与対象品目を定めることや、軽度者に対する保険
給付の割合を引き下げるべきなどの意見がある。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売・住宅改修について

現状・課題
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（経済財政運営と改革の基本方針等における記載内容）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年６月30日閣議決定）

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（抄）（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2016（抄）（平成28年６月２日閣議決定）

現状・課題

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料負担の上昇等を抑制する。
このため、次期介護保険制度改革に向けて、高齢者の有する能力に応じ自立した生活を目指すと
いう制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏まえつつ、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用
具貸与等やその他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討を行う。

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料の上昇等を抑制するため、
（ⅰ）次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活支援サービス・福祉用具貸与等やその

他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行、負担のあり方を含め、関係審
議会等において検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講
ずる（法改正を要するものに係る2017年通常国会への法案提出を含む）。

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡
すことを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセン
ティブ改革、公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤
等の診療報酬及び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工
程表に沿って着実に改革を実行していく。

※下線は事務局が付した
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◆福祉用具貸与・特定福祉用具販売
○ 福祉用具貸与の価格について、給付費請求データに基づいて全ての福祉用具の貸与価格情報を把
握し、全国レベルでホームページにおいて公表する仕組みを作ってはどうか。

○ 利用者が、自立支援や状態の悪化の防止に資する適切な福祉用具を選択できるよう、福祉用具専
門相談員が、貸与価格情報等を用いて貸与しようとする製品の価格・特徴等を利用者に説明するこ
と、及び複数の製品を提示することを義務づけてはどうか。併せて、利用者に交付しなければなら
ない福祉用具貸与計画書を介護支援専門員（ケアマネジャー）にも交付することとしてはどうか。

○ 福祉用具貸与価格に、極端な価格差が生じないようにするため、極端に高い額を貸与価格とする
場合には、あらかじめ保険者の了解を必要とすることとしてはどうか。また、貸与事業者に対し、
介護給付費請求書の適切な記載方法の徹底を図ってはどうか。

◆住宅改修
○ 住宅改修の内容や価格を、保険者が適切に把握・確認できるようにするとともに、利用者の適切
な選択に資するため、
・ 事前申請時に利用者が保険者に提出する見積書類の様式（改修内容、材料費、施工費の内訳
が明確に把握できるもの）を、国が示すこととしてはどうか。
・ 複数の住宅改修事業者から見積りを取るよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）が利用者
に対し説明することとしてはどうか。

○ 建築の専門職やＯＴ・ＰＴ・福祉住環境コーディネーター・その他住宅改修に関する知見を備え
た者が適切に関与している事例や、住宅改修事業者への研修会を行っている事例等、保険者の取組
の好事例を広く紹介してはどうか。

◆共通事項
○ その他、福祉用具や住宅改修が、利用者の自立支援、状態の悪化の防止、介護者の負担軽減等の
役割を果たしていることも考慮した上で、価格設定や保険給付の対象範囲、利用者負担のあり方等
について、どのように考えるか。

論 点
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軽度者への支援のあり方
（参考資料）（抜粋）

社会保障審議会
介護保険部会（第66回） 参考資料１

平成28年10月12日
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

新しい地域支援事業の全体像
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福祉用具・住宅改修
（参考資料）（抜粋）

社会保障審議会
介護保険部会（第66回） 参考資料２

平成28年10月12日
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【制度の概要】

○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練
のための用具であって、利用者がその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助けるものに
ついて、保険給付の対象としている。

福祉用具貸与 特定福祉用具販売

対

象

種

目

・ 車いす（付属品含む） ・ 特殊寝台（付属品含む）

・ 床ずれ防止用具 ・ 体位変換器

・ 手すり ・ スロープ

・ 歩行器 ・ 歩行補助つえ

・ 認知症老人徘徊感知機器

・ 移動用リフト（つり具の部分を除く)

・ 自動排泄処理装置

・ 腰掛便座

・ 自動排泄処理装置の交換可能部品

・ 入浴補助用具（入浴用いす、 浴槽用手すり、浴槽内いす、

入浴台、浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴用介助ベルト）

・ 簡易浴槽

・ 移動用リフトのつり具の部分

【給付制度の概要】
① 貸与の原則
利用者の身体状況や要介護度の変化、福祉用具の機能の向上に応じて、適時・適切な福祉用具を利用者に提供できるよ
う、貸与を原則としている。

② 販売種目（原則、同一種目は年間10万円を限度）
貸与になじまない性質のもの（他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの、使用によってもとの形
態・品質が変化し、再利用できないもの）は、福祉用具の購入費を保険給付の対象としている。

③ 現に要した費用
福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、保険給付における公定価
格を定めず、現に要した費用の額により保険給付する仕組みとしている。

【 厚生労働大臣告示において以下のものを対象種目として定めている 】

介護保険における福祉用具貸与・販売
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福祉用具貸与・販売の流れ

イ
ン
テ
ー
ク
（
面
接
）

ケ
ア
プ
ラ
ン

・本人の思い
・家族の思い
・心身機能
・生活動作能力
・医療情報
・環境情報
・家族情報
・その他

情

報

把

握

利
用
者
・
家
族
へ
の
説
明

サ
ー
ビ
ス
提
供
開
始

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

利
用
者
へ
の
同
意

計画書作成 説明と同意情報集約と課題の整理

福
祉
用
具
サ
ー
ビ
ス

計
画
書
作
成

福祉用具専門相談員（福祉用具貸与・販売事業所）が関与

【福祉用具サービス計画に記載すべき事項】
利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏ま
えた
・ 利用目標
・ 利用目標を達成するための具体的なサービス内容
・ 福祉用具の機種と当該機種を選定した理由
・ 関係者間で共有すべき情報
（福祉用具使用時の注意事項等） 等

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売につい

ては、要介護者等の自立の促進及び介助者の

負担の軽減を図り、利用者の状態に応じた福祉

用具の選定を行うため、福祉用具貸与事業者及

び特定福祉用具販売事業者は、利用者ごとに個

別サービス計画（福祉用具サービス計画）を作

成することとしている。

※特定福祉用具販売については、モニタリングの義務付けはない。 85



１ 住宅改修の概要
要介護者等が、自宅に手すりを取付ける等の住宅改修を行おうとするとき（＊）
は、必要な書類（住宅改修が必要な理由書等）を添えて、申請書を提出し、工事完成
後、領収書等の費用発生の事実がわかる書類等を提出することにより、実際の住宅改
修費の９割相当額が償還払いで支給される。
なお、支給額は、支給限度基準額（20万円）の９割（18万円）が上限となる。
（＊）やむを得ない事情がある場合には、工事完成後に申請することができる。

２ 住宅改修の種類
（１）手すりの取付け
（２）段差の解消
（３）滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更（＊）
（４）引き戸等への扉の取替え
（５）洋式便器等への便器の取替え
（６）その他前各号の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

３ 支給限度基準額
２０万円

・ 要支援、要介護区分にかかわらず定額
・ ひとり生涯２０万円までの支給限度基準額だが、要介護状態区分が重くなった
とき（３段階上昇時）、また、転居した場合は再度２０万円までの支給限度基準
額が設定される。

介護保険制度における住宅改修
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手続きの流れ

ケアマネジャー等に相談

施工事業者の選択・見積もり依頼

市町村へ に申請工事前

市町村は内容を確認し、結果を教示

改修工事の施工→完成／施工業者へ支払

市町村へ に改修費の支給申請工事後

住宅改修費の支給額の決定・支給

●利用者は、住宅改修の支給申請書類の一部を保険者へ提出
●保険者は提出された書類等により、保険給付として適当な改修
かどうかについて、事前に確認する。

①支給申請書
②工事費見積り書
③住宅改修が必要な理由書（※）
④住宅改修後の完成予定の状態が分かるもの
（日付入り写真又は住宅の間取り図など）
※理由書の作成者
介護支援専門員、地域包括支援支援センター担当職員、作業療法士、福祉
住環境コーディネーター検定試験２級以上その他これに準ずる資格等を有
する者

事前申請のポイント

提出書類

●利用者は、工事後領収書等の費用発生の事実がわかる
書類等を保険者へ提出→「正式な支給申請」が行われる。
●保険者は、事前提出された書類との確認、適切な工事が
行われたかどうかの確認を行い当該住宅改修費の支給を
必要と認めた場合、住宅改修費を支給する。

⑤住宅改修に要した費用に係る領収書
⑥工事費内訳書
⑦住宅改修の完成後の状態を確認できる書類
（便所、浴室、廊下等の箇所ごとの改修前及び改修後
それぞれの写真とし、原則として撮影日がわかるもの）、
⑧住宅の所有者の承諾書
（住宅改修した住宅の所有者が当該利用者でない場合）

※ただし、やむを得ない事情がある場合については、住宅改修が完了した
後に、①及び③を提出することができる。

事後申請のポイント

提出書類
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